
別紙様式２

【基本事項】

109

会計

10 款 2 項

2 目 細目

5 章

1 節

4 項

【事業目的】

【事業内容】

【事業コスト】

単位

千円

日

日

千円

千円

千円

千円

千円

千円

コストの
増減理由

バス料金の改定(小学生の１カ月定期２０００円から１０００円に)
対象者の減による

75 51

その他財源

一般財源 122

81 75 51

財
源

特
財

国・県補助金

106 81

51

主担当職員

122 106

地方債

その他職員

   事業費合計 122 106 81 75

Ｈ21決算 Ｈ22決算

費
用

費用合計

人
件
費
その他

Ｈ23決算 Ｈ24決算

意　図
（事業の狙
い）

　該当児童の保護者に扶助し、通学費負担の軽減を図ることにより学校教育の円滑な運
営に資する。

見直しの履歴

実施内容 　通学距離４㎞以上の児童　　通学手段に応じ片道分を補助する。

区　分 Ｈ20決算

総合計画の
位置づけ
(後期基本計
画)

「心豊かな人と文化を育むまち」づくり

学校教育の充実

一人ひとりの子どものニーズに対応した教育の推進

対　象
（誰、何を）

　対象児童の保護者に対する支援

根拠法令 町条例・要綱等 遠距離通学扶助費交付規程

予算
科目

一般会計

科目
教育費 小学校費

小学校振興費

担当課 教育課 担当名 総務管理・学校教育担当

事業期間 □単年度　■単年度繰返（平成　　年度開始）　□期間限定（　　　年度～Ｈ　　年度）

事業評価シート

№9

管理番号 事業名 遠距離通学費援助事業 評価時期 平成25年5月



【項目別評価】（Ａ高～Ｄ低）

A A A

【内部総合評価と改善計画】

ランク

【外部評価と評価委員意見】

　　縮小 ← 成果 → 拡大

外部評価 外部評価委員意見

A 　保護者負担を軽減し、教育の公平性を確保する上で重要な制度であり、継続を望
む。

町民・議会等の
要望・時期等

今後の方向性 □廃止　□休止　□終了　□統合　■継続　□一部見直し　→ 見直しの方向性

改善計画 制度・規則等の対象者の再確認

減
↑

費
用
↓

増

　遠距離通学児童の保護者の通
学費負担を軽減し、安定した修学
に結び付いている。

　扶助額は適切と考える。 　当該児童の適正な修学が確保
された。

Ａ:計画どおり事業推進が適当　　　　Ｂ:事業の進め方に改善が必要
Ｃ:事業規模、内容等の見直しが必要　Ｄ:事業の統合、休・廃止が必要

総合評価と理由
　保護者の通学費負担が軽減され、平等な修学機会が確保されていること
から、今後も継続すべき制度である。 A

民間と競合している
町民負担を見直す余地が
ある

継続実施しても成果向上
の余地がない

理由 理由 理由

住民ニーズが低下、または
サービス過剰

従事人数を節減する余地
がある

対象を見直す余地がある

国・県事業と重複 事務改善の余地がある
成果向上のために事業内
容を見直す余地がある

妥当性
（行うことは適当か）

効率性
(削減余地がないか)

有効性
(成果が向上しているか)

当初の目的を達成している
事業費を節減する余地が
ある

上位施策にあまり貢献し
ていない



別紙様式２

【基本事項】

114

会計

10 款 3 項

2 目 細目

5 章

1 節

4 項

【事業目的】

【事業内容】

【事業コスト】

単位

千円

日

日

千円

千円

千円

千円

千円

千円

コストの
増減理由

バス料金改定(各路線一律２００円)
対象者（申請者）の増減による

1,368 1,614

その他財源

一般財源 2,822

1,409 1,368 1,614

財
源

特
財

国・県補助金

4,348 1,409

1,614

主担当職員

2,822 4,348

地方債

その他職員

   事業費合計 2,822 4,348 1,409 1,368

Ｈ21決算 Ｈ22決算

費
用

費用合計

人
件
費
その他

Ｈ23決算 Ｈ24決算

意　図
（事業の狙
い）

　該当生徒の保護者に扶助し、通学費負担の軽減を図ることにより学校教育の円滑な運
営に資する。

見直しの履歴

実施内容 　通学距離6㎞以上の生徒　　通学手段に応じ片道分を補助する。

区　分 Ｈ20決算

総合計画の
位置づけ
(後期基本計
画)

「心豊かな人と文化を育むまち」づくり

学校教育の充実

一人ひとりの子どものニーズに対応した教育の推進

対　象
（誰、何を）

　対象生徒の保護者に対する支援

根拠法令 町条例・要綱等 遠距離通学扶助費交付規程

予算
科目

一般会計

科目
教育費 中学校費

中学校振興費

担当課 教育課 担当名 総務管理・学校教育担当

事業期間 □単年度　■単年度繰返（平成　　年度開始）　□期間限定（　　　年度～Ｈ　　年度）

事業評価シート

№9

管理番号 事業名 遠距離通学費援助事業 評価時期 平成25年5月



【項目別評価】（Ａ高～Ｄ低）

A A A

【内部総合評価と改善計画】

ランク

【外部評価と評価委員意見】

　　縮小 ← 成果 → 拡大

外部評価 外部評価委員意見

A 　保護者負担を軽減し、教育の公平性を確保する上で重要な制度であり、継続を望
む。

町民・議会等の
要望・時期等

今後の方向性 □廃止　□休止　□終了　□統合　■継続　□一部見直し　→ 見直しの方向性

改善計画 　制度・規則等の対象者の再確認

減
↑

費
用
↓

増

　遠距離通学生徒の保護者の通
学費負担を軽減し、安定した修学
に結び付いている。

　扶助額は適切と考える。 　当該生徒の適正な修学が確保
された。

Ａ:計画どおり事業推進が適当　　　　Ｂ:事業の進め方に改善が必要
Ｃ:事業規模、内容等の見直しが必要　Ｄ:事業の統合、休・廃止が必要

総合評価と理由
　保護者の通学費負担が軽減され、平等な修学機会が確保されていること
から、今後も継続すべき制度である。 A

民間と競合している
町民負担を見直す余地が
ある

継続実施しても成果向上
の余地がない

理由 理由 理由

住民ニーズが低下、または
サービス過剰

従事人数を節減する余地
がある

対象を見直す余地がある

国・県事業と重複 事務改善の余地がある
成果向上のために事業内
容を見直す余地がある

妥当性
（行うことは適当か）

効率性
(削減余地がないか)

有効性
(成果が向上しているか)

当初の目的を達成している
事業費を節減する余地が
ある

上位施策にあまり貢献し
ていない


